
別紙様式第21号 

申請日  2021年 6月 28日 

一般社団法人 投資信託協会 

会 長 松谷 博司 殿 

（商号又は名称）さわかみ投信株式会社 

（代表者）代表取締役社長  澤上 龍  

正会員の財務状況等に関する届出書

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則第 10 条

第１項第17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

１．委託会社等の概況 

(1)資本金の額（2021年5月末日現在） 

資本金の額    320百万円 

発行する株式の総数   3,600株 

発行済株式総数   3,600株 

最近5年間における資本金の額の増減 該当事項はありません。 

(2)委託会社等の機構（2021年 5月末日現在） 

①会社の機構

委託会社の業務執行の最高機関は取締役会であり、株主総会にて選任された 3 名以上の取締役

で構成されます。取締役の選任は、議決権を行使できる株主の 3 分の 1以上にあたる株式を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行い、累積投票によらないものとします。 

取締役の任期は、選任後 2 年以内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結の時までとし、

補欠または増員により選任された取締役の任期は、前任者の残任期間とします。 

取締役会は、その決議をもって、代表取締役を選任します。 

取締役会は、法令または定款に定める事項のほか、業務執行に関する重要事項を決定します。 



②投資運用の意思決定機構 

 

 

 

２．事業の内容及び営業の概況 

委託会社は、「投信法」に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を行うとともに「金

融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用(投資運用業)およびその受益権の募集(第

二種金融商品取引業)を行っています。 

2021年 5月末日現在、委託会社が運用の指図を行っている証券投資信託は、追加型株式投資信託 1

本のみであり、その純資産総額は 336,802,384,991円です。 

 

３．委託会社等の経理状況 

(1)委託会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関

する内閣府令」（平成 19 年内閣府令第 52 号）により作成しております。なお、財務諸表に記載してい

る金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

(2)委託会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、東陽監査法人により監査を受けてお

ります。 

 

 



独立監査人の監査報告書 

2021年６月17日 

さわかみ投信株式会社 

取締役会 御中 

東陽監査法人 東京事務所 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 北山千里 印 

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 猿渡裕子 印 

 

監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経

理状況」に掲げられているさわかみ投信株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの第25期事業

年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の

注記について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

さわかみ投信株式会社の 2021年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、

全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理

上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し

ている。 

 

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

 

財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、

財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的

専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 



・  不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・  財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検

討する。 

・  経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り

の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・  経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証

拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書

において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、

監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。 

・  財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が

基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、及び

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項について報告を行う。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以上 

 

 

 

 

(注)上記は､監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり､その原本は当社が別途保管しております｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（１）【貸借対照表】 

（単位：千円） 

  
第24期事業年度 

（2020年3月31日現在） 
 

第25期事業年度 

（2021年3月31日現在） 

資産の部     

流動資産     

現金及び預金  2,394,651  2,652,603 

直販顧客分別金信託  501,000  1,141,000 

未収委託者報酬  255,149  321,611 

前払費用  7,576  8,000 

その他  6,114  4,080 

流動資産合計  3,164,491  4,127,296 

固定資産     

有形固定資産 ※１     

建物   （純額）  41,191  35,583 

器具備品 （純額）  9,609  7,920 

リース資産（純額）  340  - 

有形固定資産合計  51,141  43,503 

無形固定資産     

ソフトウェア  24,721  21,766 

無形固定資産合計  24,721  21,766 

投資その他の資産     

投資有価証券  862,426  1,244,435 

関係会社株式  36,589  271,094 

長期差入保証金  61,805  61,785 

その他  13,069  10,972 

投資その他の資産 

合計 
 973,890  1,588,288 

固定資産合計  1,049,753  1,653,559 

資産合計  4,214,245  5,780,855 



 

（単位：千円） 

  
第24期事業年度 

（2020年3月31日現在） 
 

第25期事業年度 

（2021年3月31日現在） 

負債の部     

流動負債     

未払金  58,507  54,569 

未払法人税等  195,764  319,756 

未払消費税等  38,877  64,582 

預り金 ※２  329,563  764,082 

リース債務  374  - 

賞与引当金  18,000  21,000 

マイナンバー関連引当金  60,325  59,875 

ポイント引当金  -  8,567 

流動負債合計  701,412  1,292,434 

固定負債     

繰延税金負債  54,651  157,183 

資産除去債務  37,260  37,312 

固定負債合計  91,911  194,495 

負債合計  793,324  1,486,930 

純資産の部     

株主資本     

資本金  320,000  320,000 

利益剰余金     

利益準備金  80,000  80,000 

その他利益剰余金     

繰越利益剰余金  2,793,323  3,401,291 

利益剰余金合計  2,873,323  3,481,291 

株主資本合計  3,193,323  3,801,291 

評価・換算差額等     

その他有価証券評価差額金  227,596  492,634 

評価・換算差額等合計  227,596  492,634 

純資産合計  3,420,920  4,293,925 

負債・純資産合計  4,214,245  5,780,855 

 

 



（２）【損益計算書】 

（単位：千円） 

  

第24期事業年度 

（自 2019年４月１日  

至 2020年３月31日） 

 

第25期事業年度 

（自 2020年４月１日  

至 2021年３月31日） 

営業収益     

委託者報酬  2,641,542  2,721,257 

その他売上  11,253  13,069 

営業収益合計  2,652,796  2,734,326 

営業費用     

支払手数料  4,740  3,631 

広告宣伝費  80,516  26,051 

調査費  12,685  11,829 

委託計算費  30,589  31,008 

営業雑経費  426,698  439,204 

通信費  116,544  116,409 

印刷費  41,562  41,839 

システム使用料  191,529  209,319 

外注費  49,621  41,574 

その他  27,439  30,061 

営業費用合計  555,230  511,726 

一般管理費     

給与  427,572  408,992 

役員報酬  77,274  81,309 

給与手当  302,777  287,073 

賞与  47,520  40,609 

法定福利費  59,978  59,349 

賞与引当金繰入額  18,000  21,000 

業務委託費  20,370  26,308 

交際費  3,456  72 

旅費交通費  28,539  9,893 

租税公課  24,820  27,290 

不動産賃借料  65,079  65,079 

固定資産減価償却費  22,643  16,750 

その他  81,536  59,670 

一般管理費合計  751,998  694,407 

営業利益  1,345,566  1,528,192 



 

（単位：千円） 

  

第24期事業年度 

（自 2019年４月１日 

至 2020年３月31日） 

 

第25期事業年度 

（自 2020年４月１日  

至 2021年３月31日） 

営業外収益     

受取利息  24  25 

雑収入  11  146 

営業外収益合計  35  171 

営業外費用     

支払利息  2,180  2,027 

雑損失  544  641 

営業外費用合計  2,725  2,669 

経常利益  1,342,877  1,525,694 

税引前当期純利益  1,342,877  1,525,694 

法人税、住民税及び事業税  409,187  482,165 

法人税等調整額  △285  △14,438 

法人税等合計  408,901  467,727 

当期純利益  933,976  1,057,967 



（３）【株主資本等変動計算書】 

第24期事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

 （単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 利益準備金 

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 320,000 80,000 2,723,347 2,803,347 3,123,347 

当期変動額      

剰余金の配当   △864,000 △864,000 △864,000 

当期純利益   933,976 933,976 933,976 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
     

当期変動額合計 － － 69,976 69,976 69,976 

当期末残高 320,000 80,000 2,793,323 2,873,323 3,193,323 

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 299,933 299,933 3,423,280 

当期変動額    

剰余金の配当   △864,000 

当期純利益   933,976 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
△72,336 △72,336 △72,336 

当期変動額合計 △72,336 △72,336 △2,359 

当期末残高 227,596 227,596 3,420,920 

 



第25期事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

 （単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 利益準備金 

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 320,000 80,000 2,793,323 2,873,323 3,193,323 

当期変動額      

剰余金の配当   △450,000 △450,000 △450,000 

当期純利益   1,057,967 1,057,967 1,057,967 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
     

当期変動額合計 － － 607,967 607,967 607,967 

当期末残高 320,000 80,000 3,401,291 3,481,291 3,801,291 

 

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 227,596 227,596 3,420,920 

当期変動額    

剰余金の配当   △450,000 

当期純利益   1,057,967 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
265,037 265,037 265,037 

当期変動額合計 265,037 265,037 873,004 

当期末残高 492,634 492,634 4,293,925 



注記事項 

（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

  子会社株式 

   移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。） 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法）を採用 

しております。また、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物 13年～15年 

器具備品 ４年～15年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込み額に基づき当事業年度に見合う分を計上して 

おります。 

（２）マイナンバー関連引当金 

顧客マイナンバー収集等に備えるため、費用見込みについて合理的に見積ることができる 

ものについて計上しております。 

（３）ポイント引当金 

顧客に付与したポイント使用に備えるため、将来行使されると見込まれる額を計上しております。 

 

 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 



（貸借対照表関係） 

※１ 有形固定資産より控除した減価償却累計額 

（単位：千円） 

 第24期事業年度 

（2020年３月31日現在） 

第25期事業年度 

（2021年３月31日現在） 

建物 42,558 48,167 

器具備品 30,901 35,559 

リース資産 20,060 20,400 

※２ 預り金 

  （単位：千円） 

 第24期事業年度 

（2020年３月31日現在） 

第25期事業年度 

（2021年３月31日現在） 

投資信託の買付代金の顧客から

の預り金 
64,681 30,680 

投資信託の解約代金の顧客から

の預り金 
9,749 712 

投資信託の解約に伴う源泉徴収

額 
251,217 728,605 

その他 3,914 4,085 

（損益計算書関係） 

該当事項はありません。 



（株主資本等変動計算書関係） 

第24期事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

（単位：株） 

株式の種類 
第24期事業年度期首 

株式数 
増加 減少 

第24期事業年度末 

株式数 

普通株式 1,080 － － 1,080 

甲種類株式 ※ 2,520 － － 2,520 

合計 3,600 － － 3,600 

※甲種類株式は、議決権を有しない種類株式であります。  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2019年６月14日 

定時株主総会 

普通 

株式 
129,600 120,000 2019年３月31日 2019年６月14日 

2019年６月14日 

定時株主総会 

甲種類 

株式 
302,400 120,000 2019年３月31日 2019年６月14日 

 

決議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2019年９月18日 

臨時株主総会 

普通 

株式 
129,600 120,000 2019年８月31日 2019年９月18日 

2019年９月18日 

臨時株主総会 

甲種類 

株式 
302,400 120,000 2019年８月31日 2019年９月18日 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の 

総額 

（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2020年６月16日 

定時株主総会 

普通 

株式 

利益 

剰余金 
135,000 125,000 2020年３月31日 2020年６月16日 

2020年６月16日 

定時株主総会 

甲種類 

株式 

利益 

剰余金 
315,000 125,000 2020年３月31日 2020年６月16日 

 



第25期事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

（単位：株） 

株式の種類 
第25期事業年度期首 

株式数 
増加 減少 

第25期事業年度末 

株式数 

普通株式 1,080 － － 1,080 

甲種類株式 ※ 2,520 － － 2,520 

合計 3,600 － － 3,600 

※甲種類株式は、議決権を有しない種類株式であります。  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金の 

総額（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2020年６月16日 

定時株主総会 

普通 

株式 
135,000 125,000 2020年３月31日 2020年６月16日 

2020年６月16日 

定時株主総会 

甲種類 

株式 
315,000 125,000 2020年３月31日 2020年６月16日 

 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の 

総額 

（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2021年６月15日 

定時株主総会 

普通 

株式 

利益 

剰余金 
145,800 135,000 2021年３月31日 2021年６月15日 

2021年６月15日 

定時株主総会 

甲種類 

株式 

利益 

剰余金 
340,200 135,000 2021年３月31日 2021年６月15日 

 



（リース取引関係） 

１．ファイナンス・リース取引 

（１）所有権移転ファイナンス・リース取引 

該当事項はありません。 

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 ①リース資産の内容 

  有形固定資産 顧客送付レポート作成に使用する印刷機等であります。 

 ②リース資産の減価償却の方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

２．オペレーティング・リース取引 

該当事項はありません。 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針  

当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しており 

ます。余資は当社が運用指図するさわかみファンドで運用し、また、短期的な運転資金を銀 

行借入により調達しております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

未収委託者報酬は、さわかみファンドに対する営業債権であります。当該債権は、さわかみ 

ファンドの毎計算期間の11月23日、最初の６ヶ月の終了日、５月23日及び毎計算期末（ただ 

し、11月23日と５月23日については、当該日が休業日のときは翌営業日）の翌営業日に当社 

に入金されるものであり、入金までの期間においては、信託銀行により分別保管されている 

ため、信用リスクはほとんどないと認識しております。 

投資有価証券は、当社が運用指図するさわかみファンドのみであり、市場価格の変動リスク 

に晒されております。 

営業債務である未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。また、営業債 

務には外貨建ての債務は含まれておらず、市場リスク等はないと認識しております。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権である未収委託者報酬は、さわかみファンドの基準価額の算出の際に管理部にお 

いて日々算出・管理されており、また、同時に受託銀行においても同様に算出・管理され、 

両社により日々照合管理しております。また、その営業債権は、当社に入金されるまでの 

期間は受託銀行により分別保管されているため、信用リスクは僅少であります。 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

投資有価証券であるさわかみファンドについては、経理規程に基づき、充分な余資をもっ 

て運用しており、また、当ファンドは短期的な市場動向ではなく長期スタンスの運用を行っ 

ているため、市場リスクに関する定量的分析は行っておりません。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するととも 

に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 



２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

第24期事業年度（2020年３月31日） 

（単位：千円） 

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

（1）現金及び預金 2,394,651 2,394,651 － 

（2）直販顧客分別金信託 501,000 501,000 － 

（3）未収委託者報酬 255,149 255,149 － 

（4）投資有価証券 862,426 862,426 － 

資産計 4,013,227 4,013,227 － 

（1）未払金 58,507 58,507 － 

（2）未払法人税等 195,764 195,764 － 

（3）預り金 329,563 329,563 － 

負債計 583,835 583,835 － 

第25期事業年度（2021年３月31日） 

（単位：千円） 

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

（1）現金及び預金 2,652,603 2,652,603 － 

（2）直販顧客分別金信託 1,141,000 1,141,000 － 

（3）未収委託者報酬 321,611 321,611 － 

（4）投資有価証券 1,244,435 1,244,435 － 

資産計 5,359,650 5,359,650 － 

（1）未払金 54,569 54,569 － 

（2）未払法人税等 319,756 319,756 － 

（3）預り金 764,082 764,082 － 

負債計 1,138,408 1,138,408 － 

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

（1）現金及び預金 （2）直販顧客分別金信託 （3）未収委託者報酬 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

（4）投資有価証券 

投資有価証券はすべて投資信託であるため、決算日における基準価額によっております。また、

保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。 

負 債 

（1）未払金 （2）未払法人税等（3）預り金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

 

 

 



（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

 第24期事業年度 

（2020年３月31日現在） 

第25期事業年度 

（2021年３月31日現在） 

長期差入保証金 ※１ 61,805 61,785 

関係会社株式 ※２ 36,589 271,094 

※１ 長期差入保証金は、実質的な預託期間を算定することが困難なため、時価を把握することが極めて

困難であると認められるため時価を開示しておりません。 

※２ 関係会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を

把握することが極めて困難と認められるため時価を開示しておりません。 

 

（注）３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

第24期事業年度（2020年３月31日） 

（単位：千円） 

区分 １年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

現金及び預金 2,394,651 － － － 

直販顧客分別金信託 501,000 － － － 

未収委託者報酬 255,149 － － － 

合計 3,150,800 － － － 

第25期事業年度（2021年３月31日） 

（単位：千円） 

区分 １年以内 
１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

現金及び預金 2,652,603 － － － 

直販顧客分別金信託 1,141,000 － － － 

未収委託者報酬 321,611 － － － 

合計 4,115,214 － － － 

 

 



（有価証券関係） 

１． 子会社株式 

  子会社株式 （2021年３月31日現在の貸借対照表計上額は271,094千円）は、市場価格がなく、 

かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認 

められるため記載しておりません。 

 

２．その他有価証券 

第24期事業年度（2020年３月31日） 

（単位：千円） 

区分 
貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取得原価を超える

もの 
   

① 株式 － － － 

② 債券 － － － 

③ その他 862,426  534,382 328,043 

小計 862,426 534,382 328,043 

貸借対照表計上額が取得原価を超えな

いもの 
   

① 株式 － － － 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

小計 － － － 

合計 862,426 534,382 328,043 

第25期事業年度（2021年３月31日） 

（単位：千円） 

区分 
貸借対照表 

計上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取得原価を超える

もの 
   

① 株式 － － － 

② 債券 － － － 

③ その他 1,244,435  534,382 710,053 

小計 1,244,435 534,382 710,053 

貸借対照表計上額が取得原価を超えな

いもの 
   

① 株式 － － － 

② 債券 － － － 

③ その他 － － － 

小計 － － － 

合計 1,244,435 534,382 710,053 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：千円） 

 第24期事業年度 

（2020年３月31日） 

第25期事業年度 

（2021年３月31日） 

繰延税金資産   

賞与引当金 5,511 6,430 

未払事業税 10,221 17,804 

マイナンバー関連引当金 18,471 18,333 

ポイント引当金 - 2,623 

資産除去債務 11,409 11,424 

未払給与 3,700 3,534 

一括償却資産 518 680 

その他 1,541 4,302 

繰延税金資産合計 51,374 65,133 

   

繰延税金負債   

労働保険料確定差額還付 - △77 

その他有価証券評価差額金 △100,447 △217,418 

資産除去債務に対応した除去費用 △5,578 △4,821 

繰延税金負債合計 △106,025 △222,317 

繰延税金負債純額 △54,651 △157,183 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該 

差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の百分の五以下であるた

め注記を省略しております。 



（資産除去債務関係） 

当該資産除去債務のうち貸借対照表上に計上しているもの 

（１）資産除去債務の概要 

本社建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

（２）資産除去債務の金額の算定方法 

使用期間を取得から10年又は15年と見積もり、割引率は0.01％又は0.15％を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。 

（３）当該資産除去債務の総額の増減 

（単位：千円） 

 第24期事業年度 

（自 2019年４月１日 

至 2020年３月31日） 

第25期事業年度 

（自 2020年４月１日 

至 2021年３月31日） 

期首残高   37,209   37,260 

有形固定資産の取得に伴う増加額 － － 

時の経過による調整額  51  51 

資産除去債務の履行による減少額   －   － 

期末残高 37,260 37,312 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

当社は、信託財産の運用並びにこれらに付帯する事業の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。 

【関連情報】 

１．製品及びサービスごとの情報 

信託財産の運用並びにこれらに付帯する事業という単一のサービスの区分の外部顧客への営業収益が、

損益計算書の営業収益の90％を超えるため、製品及びサービスごとの営業収益の記載を省略しておりま

す。 

２．地域ごとの情報 

（１）売上高 

本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、地域ごとの

営業収益の記載を省略しております。 

（２）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

該当事項はありません。 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 



（関連当事者情報）  

１．関連当事者との取引 

（１）財務諸表提出会社の親会社 

第24期事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

種類 

会社等の

名称又は

氏名 

所在地 

資本金

又は出

資金 

(千円) 

事業の

内容又

は職業 

議決権等

の所有(被

所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 

（千円） 

科目 
期末残高 

（千円） 

親会社 

株式会社

さわかみ

ホールデ

ィングス 

東京都 

千代田

区 

8,000 
投資業

務 
被所有100 

事務所不動

産の貸借 

役員の兼任 

事務所不動

産の貸借 

65,079 

(注)2(1) 

長期 

差入

保証

金 

61,785 

(注)2(2) 

第25期事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

種類 

会社等の

名称又は

氏名 

所在地 

資本金

又は出

資金 

(千円) 

事業の

内容又

は職業 

議決権等

の所有(被

所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 

（千円） 

科目 
期末残高 

（千円） 

親会社 

株式会社

さわかみ

ホールデ

ィングス 

東京都 

千代田

区 

8,000 
投資業

務 
被所有100 

事務所不動

産の貸借 

役員の兼任 

事務所不動

産の貸借 

65,079 

(注)2(1) 

長期 

差入

保証

金 

61,785 

(注)2(2) 

（注）１ 取引金額・期末残高には消費税等が含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（１） 賃借料については、親会社が賃借している建物のうち、当社が転借している部分の事務
所面積を基に計算しております。 

（２）長期差入保証金については、親会社が賃借している建物のうち、当社が転借している部分
の事務所面積を基に計算しております。 



（２）財務諸表提出会社の子会社 

第24期事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

種類 

会社等の

名称又は

氏名 

所在地 

資本金

又は出

資金 

(千円) 

事業の

内容又

は職業 

議決権等

の所有(被

所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 

（千円） 

科目 
期末残高 

（千円） 

子会社 

Sawakami 

(Thailand

) Co., 

Ltd. 

タイ 

バンコ

ク 

36,589 

投資信

託委託

業務の

準備 

所有 

99.97 

設立に際し

ての出資 

役員の兼任 

設立に際し

ての出資 

36,589 

(注)2(1) 
－ － 

第25期事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

種類 

会社等の

名称又は

氏名 

所在地 

資本金

又は出

資金 

(千円) 

事業の

内容又

は職業 

議決権等

の所有(被

所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引 

金額 

（千円） 

科目 
期末残高 

（千円） 

子会社 

Sawakami 

(Thailand

) Co., 

Ltd. 

タイ 

バンコ

ク 

271,094 

投資信

託委託

業務の

準備 

所有 

99.99 

追加出資 

役員の兼任 
追加出資 

234,505 

(注)2(2) 
－ － 

（注）１ 取引金額・期末残高には消費税等が含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

（１）Sawakami (Thailand) Co., Ltd.の設立に際し、現金を出資したものであります。 

（２）Sawakami (Thailand) Co., Ltd.の追加出資の依頼を受け、現金を出資したものであります。 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

親会社情報 

株式会社さわかみホールディングス（非上場） 

 

 



（１株当たり情報） 

 第24期事業年度 

（自 2019年４月１日 

至 2020年３月31日） 

第25期事業年度 

（自 2020年４月１日 

至 2021年３月31日） 

１株当たり純資産額 950,255円78銭 1,192,757円17銭 

１株当たり当期純利益 259,437円84銭 293,879円74銭 

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

（注）２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりです。 

 第24期事業年度 

（自 2019年４月１日 

至 2020年３月31日） 

第25期事業年度 

（自 2020年４月１日 

至 2021年３月31日） 

損益計算書上の当期純利益 933,976千円 1,057,967千円 

普通株式及び甲種類株式に係る当期純

利益 
933,976千円 1,057,967千円 

普通株主及び甲種類株主に帰属しない

金額の主要な内訳 
該当事項はありません。 該当事項はありません。 

普通株式及び甲種類株式の期中平均株

式数 
3,600株 3,600株 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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